
















































国　　　名 期　　　　問 年　数 年当り成長率
G（y） o（N） G（y／N）
日　　　　　本 1885／89～1963／6778 3．6 1．1 2．5
ア　メ　リ　カ 1834／43～1963／67125．5 3．6 2．0 1．6
カ　　ナ　　ダ 1870／74～1963／6793 3．5 1．8 1．7
スウェーデン 1861／69～1963／67100 3．2 0．6 2．6
オーストラリア 1861／69～1963／67100．5 3．2 2．2 1．0
デンマーク 1865／69～1963／6798 2．9 1．0 1．9
ノルウェー 1865／69～1963／6798 2．8 0．8 2．0
イ　タ　リ　ア 1895．・！99～1963／6768 2．8 0．7 2．1
ド　　イ　　ツ 1850／59ヨ963／67110．5 2．7 1．0 1．7
オ　ラ　ン　ダ 1860／70～1963／67100．5 2．5 1．3 1．2
ス　　イ　　ス 1910　～1963／6755 2．3 0．8 1．5
イ　ギ　リ　ス 1765／85～1963／67180．5 2．2 1．0 1．2
フ　ラ　ン　ス 1831／40～1963／67128．5 2．0 0．3 1．7













1889～1890 3．53 0．85 2．68
1891～1895 3．12 0．92 2．19
1896～1900 2．25 1．10 1．15
1901～1905 1．84 1．18 0．66
1906～1910 2．29 1．14 1．16
1911～1915 3．35 1．36 1．99
1916～1920 4．77 1．11 3．66
1921～1925 1．93 1．26 0．67
1926～1930 2．53 1．50 1．03
1931～1935 4．98 1．36 3．62
1936～1938 5．07 0．95 4．12
（1889～1938） 3．15 1．01 2．14
1939～1954 1．46
1955 7．74 1．05 ．6．69
1956～1960 9．01 0．98 8．03
1961～1965 10．51 0．99 9．52
1966～1970 10．79 1．15 9．64
1971～1975 6．21 1．26 4．95
1976 3．48 1．19 2．29






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































a Enterpreneurship A Competition
b Discipline B Confidence
SacrificeC C Home
Religion，　CuItur，　Education
これにより上述の「日本的経営組織論」，「日本的競争と協調のルール」，「日
本的政策と制度づくりの環境」をグローバノヒな視点から再検討している。
5．　結論にかえて一人間適応力と組織資源の実証研究を
　戦後日本の経済成長の国際比較でみても良い実績は，スタグフレーショ
ンに対する良い実績，そして近年では円高に対応する良い実績と密接に関
連していると考える。すなわち人間適応力の高さを基盤として組織適応力
が高いということである。筆者は世界的にみても稀な大分地域における健
康開発システムづくりの実践に参加して，システムプランナーである杉田
〔1983〕とともに，この組織適応力を組織資源と呼んだ。そして組織資源
の構成要素を図4に示したようにa－A要素，b－B要素，　c－C要素に
分けて，ケース・スタディの指標とした（6）。今回のこの小論はまだケース
・スタディの段階ではあるが，日本の経済成長の検討の際にマクロ経済学
的接近とのからみでこの組織資源のアイデアを利用しようと思った。そし
てこのことにより，正統的な現代経済学である欧米経済学に新しい視点を
提供するとともに，先進諸国や発展途上国のこれからの経済政策に対して
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戦後日本の経済成長：マクロ経済学的接近
経験にもとづいた新しい発想を提供したいという狙いもあった。しかしま
だ一般性を欠く完成度の低いアイデアであるので，十分な提言はできない
が，今後もこの研究を継続して実証的研究の領域を拡充して行きたいと思
っている。
　注
（1）これはKlein，　L・R・（1983）からの引用である。
②　この小論は昭和63年度の早稲田大学・タマサート大学交換教授協定による出
　張における，タマサート大学での講義を日本語に直したうえ，加筆修正したも
　のである。タマサート大学では欧米経済学である現代マクロ経済学の応用とい
　う形で戦後日本の経済成長について説明したのち，最後に日本的特徴を欧米経
　済学の中に取り組むための試論的説明をした。多くの学生はこの最終部分に興
　味を早した。
（3）大川・ロゾフスキー（1973），浦田（1988），大畑・田村（1986）を参照のこ
　と。
（4）マクロ・モデルであるので，ここでは中間需要は捨象している。産業構造の
　分析にはこれは主要要因となる。
（5）これについては田村・吉川・杉田（1983）第4章健康福祉循環の組織資源論
　的接近を参照されたい。
（6）田村・吉川・杉旧（1983），杉田は現在病院組織づくりにおいて組織資源論
　的仮説をTQCの手法と結びつけて実験を行なっている。
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